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幼保連携型認定こども園 羽衣保育園 園則(運営規定) 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人南海福祉事業会（以下「本法人」という。）が、就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77条（以下「認定こども園

法」という。））に基づき設置する幼保連携型認定こども園 羽衣保育園（以下「本園」という。）の

運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ この規程は、認定こども園法施行規則第１６条に基づく園則を兼ねる。 

 

（名称及び所在地） 

第２条 本園は、幼保連携型認定こども園 羽衣保育園と称する。 

２ 本園の所在地は、大阪府高石市羽衣５丁目１番６号です。 

 

（施設の目的及び運営の方針） 

第３条 本園は、認定こども園法及び子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号（以下「支援法」と

いう)、その他関係法令などを遵守し、乳児及び幼児（以下「園児」という。）の教育・保育事業を行

い、教育・保育の一体的な提供を通して、その心身の健やかな育成に最もふさわしい生活の場を提供

するものとする。 

２ 本園は、認定こども園法及びその他関連法令に則り、園児の処遇に万全を期し、正しい愛情と知識

と技術をもって、心身の健全な発達が助長されるよう努力する。 

３ 本園の教育・保育の目標は、次のとおりとする。 

(1) 心身共に健康で、幸福な生活のために必要な基本的な生活習慣を養い、身体諸機能の調和的

発達を図る。 

(2) 身近な人々に興味や親しみを持って生活する中で、自立心を育み、人と関わる力を養う。 

(3) 日常の会話や絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を正しく導き、考えたこと

などを自分なりの言葉で表現し、相手の話す言葉を聞こうとする意欲や態度を育成する。 

(4) 様々な環境に好奇心や探究心を持って自らが関わりを持って生活する力を育成する。 

(5) 音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性や表現する力を養い、創

造性を豊かにする。 

(6) 快適な生活環境の実現及びこどもと保育教諭その他の職員との信頼関係の構築を通じて心身

の健康を育成する。 

(7) 本園は、「高石市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成26 年10月1日高石市条例第16号）」その他関係法令・通知等を遵守し、事業を実

施するものとする。 
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（教育・保育の内容） 

第４条 本園は、前条の目標を達するため、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づき、教育・

保育の内容に関する全体的な計画及び指導計画を編成し、小学校教育への円滑な接続に配慮した教

育・保育を提供するものとする。 

２ 通常提供する教育・保育のほかに、以下の教育・保育を行う。 

(1) 延長保育促進事業 

(2) 幼稚園型一時預かり事業 

(3) 障がい児保育促進事業 

(4) 病児保育事業（自園 体調不良児対応型） 

(5) 地域子育て支援拠点事業 

(6) 利用者支援事業 

(7) その他教育保育に係る行事等 

３ 本園は、こどもの国籍、信条、社会的身分又は費用負担の可否等によって差別的取扱いをせず、特

別の支援を要する家庭のこどもや特別な配慮を要するこどもの利用が排除されることのないよう、十

分な配慮をもって運営するものとする。 

 

（給食及び食育） 

第５条 本園の給食は、自園調理により提供するものとする。 

２ 給食の献立は、必要な給与栄養目標量を確保しつつ、発達段階、健康状態、嗜好等に十分配慮し、

かつ、アレルギー、アトピー等にも配慮した内容とする。 

３ 食を通じたこどもの健全育成を図る観点から、こどもの発育及び発達の過程に応じて、食の体験を

豊富にし、食を営む力の基礎を培うため、食に関し配慮すべき事項を定めた食育計画を策定し実施す

るものとする。 

 

（地域における子育て支援） 

第６条 本園は、在園児以外の地域の子育て家庭への支援及び相互交流を図るため、次の子育て支援に

関する事業を実施する。 

(1) 相談支援事業 

  実施曜日： 月～金（祝祭日および年末年始のぞく） ９時～１７時 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第７条 教育・保育の実施に当たり配置する職員の職種、員数及びその職務内容は、別表１のとおりと

する。ただし、利用園児の受入状況などにより、員数が変動する場合があり得る。 

２ 前項に定めるもののほか、必要に応じ、臨時にその他の職員を置くものとする。 

３ 職員は、この規定及びこれに付属する諸規定を守り、園長の指示に従い秩序を維持するとともに、

その責務を深く自覚し、誠実且つ公正に職務を行わなければならない。 

 

（定員） 
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第 8 条 本園の認可定員は、支援法第 19 条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとに、 
 次のとおり定める。 
   （1）支援法第１９条第１項第１号の子ども（以下「１号認定子ども」という。）   ８人 
   （2）支援法第１９条第１項第２号の子ども（以下「２号認定子ども」という。）  ８１人 
   （3）支援法第１９号第１項第３号の子ども（以下「３号認定子ども」という。）  ５９人 

  
 2 本園の利用定員は、支援法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとに 

次のとおり定める。 

（1）１号認定子ども  ８人 

（2）２号認定子ども ７１人 

（3）３号認定子ども ５９人 

 

（教育・保育の提供を行う時間） 

第９条 教育・保育を提供する時間は、次のとおりとする。 

(1) 保育標準時間認定に係る保育時間（１１時間） 

７時３０分から１８時３０分までの範囲内で、保護者が保育を必要とする時間とする。 

ただし、本園が定める保育時間（１１時間）以外の時間帯において、やむを得ない事情によ

り教育・保育が必要な場合は、開所時間の間に延長保育を提供する。 

(2) 保育短時間認定に係る保育時間（８時間） 

９時から１７時までの範囲内で、保護者が保育を必要とする時間とする。 

ただし、本園が定める保育時間（８時間）以外の時間帯において、やむを得ない事情により

教育・保育が必要な場合は、開所時間の間に延長保育を提供する。 

(3) 教育標準時間認定に係る教育時間（6時間30分） 

９時から15時30分までとする 

(4) 開所時間 

本園が定める開所時間は、次のとおりとする。 

月～土 ７時から２１時までとする 

 

（教育・保育の提供を行う日及び行わない日） 

第１０条 本園の教育・保育を提供する日は、月曜日から土曜日までとする。ただし、国民の祝日に関

する法律に規定する休日、１２月２９日から３１日及び翌日１月１日から１月３日を除く。 

２ １号認定子どもへの教育・保育の提供については、前項の規定にかかわらず、次の休業日を加える 

(1) 夏季休業  ８月１２日から ８月１８日まで 

(2) 冬季休業 １２月２５日から １月 ６日まで 

(3) 春季休業  ３月２５日から ３月３１日まで 

(4) 土曜日 

４ 教育・保育上必要があり、または、やむを得ない事情があるときは、前２項の規定にかかわらず休

業日に教育・保育を行うことがある。 
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５ 非常変災その他急迫の事情があるときは、臨時に教育・保育を行わないことがある。 

 

（学年及び学期） 

第１１条 本園の教育に係る学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

２ 前項の学年は、次の学期に分ける。 

(1) 第１学期 ４月 １日から ８月３１日まで 

(2) 第２学期 ９月 １日から１２月３１日まで 

(3) 第３学期 １月 １日から ３月３１日まで 

（教育・保育利用の開始に関する事項） 

第１２条 本園に入園するときは、本園が定める所定の手続きを要する。 

２ １号認定子どもについて、入園希望者が利用定員を上回る場合は、抽選により、選考を行う。 

  ただし、兄弟姉妹が在園している場合は、優先して入園させる。 

３ ２号及び３号認定子どもについては、高石市による利用調整を経るものとする。 

４ 本園は、市町村が行う調整及び要請にできる限り協力するものとする。 

５ 利用開始に当たっては、あらかじめ、利用の申込みを行った保護者に対し、本規程の概要、職員の

勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められる重要事項を記し

た文書を交付して説明を行い、同意を得るものとする。 

 

（退園、休園及び転園に関する事項） 

第１３条 退園及び転園等による教育・保育の提供の終了に際しては、学校、特定教育・保育施設等、

地域子ども・子育て支援事業を行う者等と密接な連携をとり、当該子どもに係る情報の提供を通じて、

円滑な接続に配慮するものとする。 

２ 園児の退園、休園、転園に際しては、保護者から届出を受けるとともに、休園事由によっては、必

要な情報提供等を継続し、園児の円滑な再登園に配慮するものとする。 

３ 園長は、伝染病にかかり、またはかかったおそれのある園児に対して、登園停止を命ずることがあ

る。 

 

（利用の終了に関する事項） 

第１４条 本園は、以下の場合に教育・保育の提供を終了するものとする。 

(1) １号認定子ども及び２号認定子どもが小学校就学の始期に達したとき 

(2) ３号認定子どもの保護者が、法令等に定める支給要件に該当しなくなったとき 

(3) その他、利用の継続について、重大な支障又は困難が生じたとき 

２ 当園が定める所定の教育・保育課程を修了した者には、修了証書を授与する。 

 

（利用者負担その他の費用の種類） 

第１５条 本園は、利用した支給認定保護者から、当該市町村の定める利用者負担額（保育料）につい

て支払いを受けるものとする。 

２ 前項の保育料のほか、教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価（特定負
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担額（いわゆる上乗せ徴収））について、あらかじめ、保護者に使途・金額・理由を説明し書面によ

る同意を得たうえで支払いを受けるものとする。 

３ 前２項に加え、教育・保育の提供に関して実費で徴収する費用（いわゆる実費徴収）について、そ

の都度、保護者に使途・金額・理由を説明し同意を得たうえで支払いを受けるものとする。 

４ 前各項の支払いを受けた場合は、当該保護者に領収証を交付するものとする。なお、口座振替をご

利用の場合、通帳記帳を持って領収書に代えさせていただきます。 

５ 第２項及び第３項の上乗せ徴収・実費徴収等の利用者負担については、別表２のとおりとする。 

 

（緊急時における対応方法） 

第１６条 本園の職員は、教育・保育の提供を行っているときに、園児に病状の急変、その他緊急事態

が生じたときは、速やかに嘱託医又は園児の主治医に連絡する等、必要な措置を講じるものとする。 

２ 教育・保育の提供により事故が発生した場合は、高石市と園児の保護者等に連絡するとともに、必

要な措置を講じるものとする。 

３ 本園は、事故の状況や事故に際して採った処置について記録するとともに、事故発生の原因を解明

し、再発防止のための対策を講じるものとする。 

４ 園児に対する保育の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行うもの

とする。 

 

 （非常災害対策） 

第１７条 非常災害に備えて、消防計画等を作成し、防火管理者又は火気・消防等についての責任者を

定め、少なくとも毎月１回以上、避難及びその他必要な訓練を実施するものとする。 

２ 前項における訓練の結果を踏まえ、計画等の検証及び必要な見直しを行うこととする。 

 

 （虐待の防止のための措置） 

第１８条 本園は、園児の人権の擁護及び虐待の防止を図るため、必要な体制の整備を行うとともに、

職員に対する研修の実施その他必要な措置を講じるものとする。 

 

（苦情解決体制） 

第１９条 本園は、その提供した教育・保育に関する苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情解決

体制を整備し、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じるものとする。 

２ 本園は、苦情に関し、市から求められた場合は、市が行う調査に協力するとともに、市から指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

３ その他苦情解決に関する事項は、別途、苦情解決に関する規程により定める。 

 

（秘密保持） 

第２０条 本園の職員及び職員であった者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た園児又はその家

族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 本園は、園児又は第三者の生命、身体等に危険がある場合等正当な理由がある場合又は正当な権限
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を有する警察機関等からの命令等による場合を除くほか、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域

子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、支給認定子どもに関する情報を提供する際

には、あらかじめ文書により当該支給認定子どもの保護者の同意を得て行うものとする。 

 

３ その他秘密保持に関する事項は、別途、就業規則及び個人情報保護に関する規程により定める。 

 

（教育・保育の質の評価） 

第２１条 本園は、教育及び保育、子育て支援事業の運営水準の向上を図るため、その運営状況につい

て次のとおり自ら評価を行い又は評価を受け、運営改善のための必要な措置を講じるものとする。 

(1) 国の定めるガイドライン等に準拠して定期的に自己評価を行い、その結果を公表すること。 

(2) 園児の保護者その他の関係者による評価を受け、その結果を公表するよう努めること。 

２ 前項のほか、本園は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結果を公表するよう努めるもの

とする。 

 

（記録の整備） 

第２２条 本園は、教育・保育の提供に関する以下に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保

存するものとする。 

(1) 教育・保育の実施に当たっての計画 

(2) 提供した教育・保育に係る提供記録 

(3) 運営基準条例第１９条に規定する市への通知に係る記録 

(4) 保護者からの苦情の内容等の記録 

(5) 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

（補則） 

第２３条 この園則を改正、破棄する場合は、社会福祉法人南海福祉事業会理事会の議決を得ることと

する。 

この園則に定めるもののほか、本園の管理運営に必要な事項は、園長が定めることができる。 

 

 

附則 

1 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

2 この規程は、平成３０年４月１日から改正施行する。 

3 この規定は、平成３１年 4 月 1 日から改正施行する。 
4 この規定は、令和元年 10 月 1 日から改正施行する。 
5 この規程は、令和２年４月１日から改定施行する 
6 この規定は、令和５年４月１日から改定施行する。 
7 この規定は、令和６年４月１日から改定施行する。 
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別表１ 職員の職種、及び職務内容 

 

別表２ 実費に係る利用者負担 

保育の提供に要する実費に係る利用者負担金 

項目 対象及び内容 金額 

主食費 3歳児クラス以上 月額 900円 

副食費 ※免除になる世帯もありま

す。 
3歳児クラス以上 

月額 4,700円 

用品代 詳細については別紙 年齢により金額は異なります 

日本スポーツ振興センター掛け金 
日本スポーツ振興センター掛け金 

保護者負担額 

年額 240円 

（園負担 135円） 

遠足交通費 遠足に係る交通費の一部負担 1,000円/回 

正課英語カリキュラム 3歳児クラス以上 (５月～２月) 月額 500円 

月刊絵本 １歳児～５歳児クラス 月額 360円～500円前後 

クラス費 0歳児から 5歳児  100円/月 

 

 

幼稚園型一時預かり保育の利用料金(１号認定) 

教育時間を超えて、利用された場合は、利用料がかかります。 

預かり保育（月～金） 15:30 ～ 17:00 1回  300円 

職種 員数 職務内容 

園長 １ 
所属職員及び業務の管理を一元的に行い、職員に対し法令などを遵守させる

ため必要な指揮命令を行うとともに、利用児童を全体的に把握し、園務をつ

かさどる。 

教頭 １ 園長を助け、園務を整理し、保育内容について保育教諭を統括する。 

主幹保育教諭 ２ 
主幹保育教諭は、園児及び地域の就学前子どもの保護者等に対する子育て支

援活動等を行うとともに、園長及び教頭を助け、その命を受けて園務の一部

を整理し、並びに園児の教育及び保育をつかさどる。 

保育教諭 ２９ 保育教諭は、園児の教育及び保育について、その計画の立案、実施、記録及

び家庭連絡等の業務を行う。 

看護師 １ 看護師は、園児の保健業務等に従事する。 

栄養士 １ 栄養教諭（栄養士）は、園児の発達段階に応じた献立を作成する等、栄養の

指導及び管理をつかさどる。 

調理師 ２ 調理員は、献立に基づき、給食及びおやつを調理する。 

事務員・用務員 (１) 事務職員又は用務員は、庶務及び会計事務又は園の諸用務に従事する。 

学校医 ３ 学校医は、本園における保健管理に関する専門的事項に関し、学校保健安全

法施行規則第２２条に基づいて、技術及び指導に従事する。 

学校歯科医 １ 学校歯科医は、本園における保健管理に関する専門的事項に関し、学校保健

安全法施行規則第２３条に基づいて、技術及び指導に従事する。 

学校薬剤師 １ 学校薬剤師は、本園における保健管理に関する専門的事項に関し、学校保健

安全法施行規則第２４条に基づいて、技術及び指導に従事する。  
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15:00 ～ 17:00 月極（10回以上）3,000円 

7：00 ～  9：00 

17：00 ～ 19：00 
15分  100円 

1日預かり保育 
土曜日 

夏季・冬季・春季休業 
1回 1,000円 

＊休園日、行事など園長が必要と決めた日は実施いたしません。 

延長保育料金(２号・３号認定) 

保育標準時間・保育短時間の認定における基本保育時間を超えて、延長保育を利用した場合、延

長保育料がかかります。 

 保育標準時間認定 保育短時間認定 

Ⅰ ７：００～ ７：３０ ７：００～  ９：００ 

 Ⅱ １８：３０～１９：００ １７：００～１９：００ 

Ⅲ １９：００～２１：００ １９：００～２１：００ 

  

上記Ⅰ・Ⅱの場合 上記Ⅲの場合 

延長時間 日額 月額 

（月 10回以上利

用） 

延長時間 日額 月額 

（月 10回以上利用） 

15分 200円 2,000円 15分 400円 4,000円 
30分 400円 4,000円 30分 800円 8,000円 
45分 600円 6,000円 45分 1,200円 12,000円 
60分 800円 8,000円 60分 1,600円 16,000円 
75分 1,000円 10,000円 75分 2,000円 20,000円 
90分 1,200円 12,000円 90分 2,400円 24,000円 
105分 1,400円 14,000円 105分 2,800円 28,000円 
120分 1,600円 16,000円 120分 3,200円 32,000円 

以後、延長 15分ごとに、日額 200円増し 

月額 2,000円増し 

以後、延長 15分ごとに、日額 400円増し 

月額 4,000円増し 

・生活保護世帯・市民税非課税世帯は上記の半額となります。 

・延長保育料は、多子軽減の対象となりません。 

・月額利用をご希望の方は、希望利用月前月末までに利用申込書を園に提出してください。 

・申請がない場合、月額料金での利用はできませんので日額料金でのお支払いになります。 

・急な残業や、その他やむを得ない事由が生じた時は、園に必ず連絡をいれてください。 

 

 

 

 

 

 

 

別表３ 備え付け帳簿と保存年限 

区分 帳簿 保存年限 

経理関係文書 （本部・施設）会計予算書 １０年 
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 （本部・施設）会計決算報告書 永 久（非常持ち出し） 

 （本部・施設）会計試算書 １０年 

 （本部・施設）会計貸借対照表 １０年 

 （本部・施設）会計収支計算書 １０年 

 経理規程 永 久 

 固定資産物品台帳 永 久 

 不動産台帳 永 久 

 仕訳帳（仕訳伝票） １０年 

 総勘定元帳（勘定票） １０年 

 小口現金出納帳 １０年 

 証ひょう書類 １０年（非常持ち出し） 

 借入金・貸付金台帳 １０年（非常持ち出し） 

 未収金・未払金台帳 １０年（非常持ち出し） 

 所得税源泉徴収表  ５年 

 所得税諸控除申告綴  ５年 

 措置費補助金請求書綴  ５年 

 産休代替職員費補助金申請書綴  ５年 

 特別会計簿 永 久（非常持ち出し） 

 財産目録 永 久（非常持ち出し） 
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別表４ 備え付け帳簿と保存年限 

 

区分 帳簿 保存年限 

人事関係文書 就業規則 永 久 

一般事務文書 給与規程 永 久 

 旅費規程 永 久 

 給与台帳 １０年 

 園規則 永 久 

 卒園児台帳 永 久 

 府・市関係文書綴  ３年 

 措置決定通知書綴  ３年 

 措置解除通知書綴  ３年 

 園児賠償責任保険関係文書綴  １年（非常持ち出し） 

 日本体育・学校保健センター関係綴  １年 

 火災保険関係書類綴 契約期間（非常持ち出し） 

 監査関係書類綴  ３年 

 労働者名簿 永 久（非常持ち出し） 

 資格証綴 永 久 

 採用・退職関係文書綴 永 久 

 職員健康管理簿  ５年 

 職員出勤簿  ３年 

 職員休暇・遅刻・早退届綴  ３年 

 職員出張命令書・報告書綴  ３年 

 社会保険・労働保険関係文書綴  ３年 

 振興会退職共済綴  ３年 

 共済会関係文書綴  ３年 

 職務分担表  １年 

 非常勤職員雇用関係文書綴  ５年 

 証明書発行控簿  ５年 

 消防署立ち入り検査関係書類  ３年 

 消防用設備点検結果報告書控  ３年 

 非常災害訓練実施記録  ３年 
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